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　前回お話したように、ＨＰＶワクチン
の有効性は明らかです。しかしながら、
わが国におけるＨＰＶワクチンの接種状
況は、異常とも呼べる事態となっていま
す。世界的に有名な医学誌、ランセット
にも「HPV vaccination crisis in Japan」
と題された論文（P M I D：26122153）
が掲載されたように、定期接種に指定さ
れているにもかかわらず、その接種率は
たった数パーセントと、先進諸国と比較
し て 極 端 に 低 い の で す（P M I D：
25434842）
　接種率が低い原因として、2013年３
月にワクチンとの因果関係を否定できな
い持続的な疼痛例の報告がなされたこ
と、同年６月に厚生労働省によって積極
的な接種勧奨の一時差し控えが決定され
たこと、未だに差し控え状態が継続され
ていることなどがあげられます。
　ＨＰＶワクチンと有害事象について
は、その後に複数の疫学研究が報告され

ていますが、明確な関連性は示されてい
ません（PMID：29481964、30879979、
31036452、25562266、24108159）。も
ちろん重篤な副反応が起こらないという
わけではありませんが、その頻度として
はかなり低く、健康利益の方が大きいこ
とは明らかです。
　ワクチンの有効性・安全性に関して、
世間の認識と臨床研究データが大きく乖
離してしまった背景には、マスメディア
が発信する情報の偏りがあります。ＨＰ
Ｖワクチン関連の報道について、日本で
流通量の多い日刊紙４紙を対象に、記事
内容をテキストマイニングの手法で解析
した研究（PMID：31208394)によれば、
12年までは子宮頸癌のリスクやワクチ
ンの予防効果に関する内容が頻繁に報じ
られていました。しかし、13年以降は、

ワクチンの悪影響や健康被害の疑い、関
連する訴訟などを報じる頻度が増加し、
世界保健機関からの安全性に関する声明
については、ほとんど言及されていませ
んでした。
　マスメディアの報道はリスクとベネフ
ィットを公正に報道しているとは言い難
く、世の中の関心や注目に応じて偏った
報道をしていることは否めないでしょ
う。マスメディアの報道の仕方、情報の
表現手法が、社会全体のＨＰＶワクチン
に対する安全性懸念を強めたことは否定
し難い事実です。偏った情報のみで国民
が意思決定することのないよう、ワクチ
ンのリスクとベネフィットについて、医
療者や厚生労働省が、質の高い臨床研究
データに基づき周知していくことが大切
かもしれません。
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　医薬品の原
薬に発癌性物
質であるＮ-
ニトロソジメ
チ ル ア ミ ン

（ Ｎ Ｄ Ｍ Ａ ）
が混入し、自
主回収に追い
込まれた。抗
潰瘍薬「ラニ
チジン」（製
品名：ザンタ
ック）が発癌
性物質である
微量のＮＤＭ
Ａ が 検 出 さ
れ、欧米規制
当局が安全性
評価を開始し
た こ と を 受
け、 国 内11
社が自主回収

した。また、ラニチジンの類似化
合物「ニザチジン」では一部事業
者が自主回収したほか、２型糖尿
病治療薬「メトホルミン」でも海

外で微量のＮＤＭＡが検出され、
厚生労働省が国内メーカーに対
し、メトホルミン含有製剤に混入
の有無を分析するよう指示した。
　厚労省は昨年９月、ラニチジン
または同剤と類似の化学構造を持
つニザチジンを販売する製薬企業
に対し、ＮＤＭＡ混入の有無を分
析するよう事務連絡を発出。ラニ
チジンについては予防的措置から
各社が自主回収した。各社は同剤
を服用している患者の手元にある
薬剤を回収し、医療機関で代替薬
に切り替えるよう呼びかけてお
り、再診費用や通院に伴う交通費
を含めた代替薬の費用について
は、製品を販売している各社が負
担する措置を取っている。
　ニザチジンについても国内市場
に供給した製品ロットで管理水準
を超えたＮＤＭＡが検出され、一
部事業者が自主回収に踏み切っ
た。さらに12月にはメトホルミ
ン含有製剤でも海外で微量のＮＤ
ＭＡが検出され、厚労省が国内メ
ーカーに分析するよう指示した。

　４月の診療報酬改定率が決定した。
麻生太郎財務大臣と加藤勝信厚生労働
大臣は昨年12月17日、来年度予算案
の閣僚折衝を行い、医療の技術料など
に当たる「診療報酬本体」を0.55％（国
費＋600億円程度）引き上げることで
合意した。このうち、0.08％を特例
的な対応として救急病院勤務医の働き
方改革に充て、消費税財源を活用。残
る0.47％分の各科改定率の内訳につ
いては、医科0.53％増、歯科0.59％増、
調剤0.16％増で、技術料割合に基づ
く 医 科： 歯 科： 調 剤 の 配 分 比 率 は

「１：1.1：0.3」を維持。改定率の外
枠で大型門前薬局等の報酬を削減する
などの対応は行われなかった。
　今回、診療報酬の本体部分はプラス
となったが、平均乖離率を踏まえ実施
される通常の薬価改定で0.99％（国
費1100億円程度）、材料改定で0.02％

（国費30億円程度）引き下げられるこ
とから、全体では0.46％のマイナス
改定となる。
　薬価0.99％引き下げの内訳につい
ては、実勢価等改定でマイナス0.43
％（国費500億円程度）、2020年度薬
価制度改革による市場拡大再算定の見
直し等の影響で0.01％（国費10億円
程度）などとなっている。
　過去２回の診療報酬改定では、本体
プラス改定の財源捻出策の一環とし
て、改定率の「外枠」で大型門前薬局
の報酬削減やＯＴＣ類似薬の使用制限
などの対応が行われており、18年度
改定では「いわゆる大型門前薬局に対
する評価の適正化」として国費で60
億円程度が削減された。20年度改定
では、こうした外枠で財源を捻出する
対応について「行っていない」（厚労省）
としている。
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